
 

 

 

 

 

 

 

長崎県教育庁体育保健課 

 

１ 留意事項 

（１）申請書を作成する際は、この手引をよく読み、誤りや記入漏れがないようにして下さい。 

（２）持参の場合の受領印の押印等は行っておりませんのでご了承下さい。 

 

２ 申請書の提出 

（１）受付期間 

この告示の日から令和８年４月１６日（木）までの間の午前９時から午後５時までとしま

す。（県の休日を除く。） 

（２）提出場所 

（住所）〒850-8570 長崎市尾上町３番１号 

（名称）長崎県教育庁体育保健課（健康教育班） 

（電話）095-894-3395 

（３）その他 

・５の提出書類を、（２）に掲げる場所に提出して下さい。 

・資格審査の結果は、「資格審査結果通知書」により通知します。 

・資格の有効期間は、資格を付与された日から令和８年７月31日までとなります。 

 

３ 競争入札に参加することができない者 

県立学校給食調理業務委託に関する令和８年４月８日付けの一般競争入札の参加者の資格等（告

示）２を参照して下さい。 

 

４ 競争入札参加者の資格要件 

県立学校給食調理業務委託に関する令和８年４月８日付けの一般競争入札の参加者の資格等（告

示）３を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競争入札参加資格申請の手引 



 

 

 

５ 提出書類 

競争入札参加資格審査の申請に必要な書類は、次のとおりです。 

提出書類 個人 法人 提出要領 

１ 一般競争入札参加資格申請書 

（第１号様式） 

◎ ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

２ 誓約書（第２号様式） ◎ ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

３ 登記簿謄本（履歴事項全部証明

書） 

 ◎＊ 発行後３箇月以内のものを添付して下さい。 

４ 本籍地の市町村長の発行する身

元(分)証明書 

◎＊  発行後３箇月以内のものを添付して下さい。 

５ 所在地の市町村長が発行する住

民票 

◎＊  発行後３箇月以内のものを添付して下さい。 

６ 成年後見登記制度における登記

事項証明書又は、登記されてい

ないことの証明書 

◎＊  ・発行後３箇月以内のものを添付して下さい。 

・最寄りの法務局から登記されていないことの証

明申請書（登記事項がある場合は登記事項証明申

請書）を求め、郵送等で証明申請を行う。登記さ

れていないことの証明は「成年被後見人、被保佐

人、被補助人とする記録がない」証明をとるこ

と。 

７ 県税に関し未納がないことを証

する証明書 

◎＊ ◎＊ ・長崎県の各振興局が発行する「県税について未

納がないこと」を証明するもので、発行後３箇月

以内のものを添付して下さい。 

・申込者が長崎県外の場合は、所在地の県（都道

府）税事務所が発行したもの。 

８ 消費税及び地方消費税の未納が

ないことを証する証明書 

◎＊ ◎＊ 税務署が発行する「書式その３（未納税額のない

こと用）」で発行後３箇月以内のものを添付して

下さい。 

９ 印鑑届（第３号様式） ◎ ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

10 口座振替申込書（第４号様式） 

 

◎＊ ◎＊ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

11 財務関係明細書（第５号様式） 

 

◎＊ ◎＊ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

12 営業概要書（第６号様式） 

 

◎＊ ◎＊ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

13 委任状（第７号様式） ○ ○ 見積、入札、契約締結、物品納入、代金請求、領

収の各権限を支社（店）長等に委任する場合のみ

後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。 

14 令和３年４月１日から申請書提

出期限までに、当該業務と類似

した業務について実績を証明す

る書類 

◎＊ ◎＊ 発注者が発行する委託業務完了確認書の写し、あ

るいは、発注者が発行する履行証明書等を添付し

て下さい。 

 
注１ ◎印は、必ず提出しなければならない書類です。 

２ ○印は、該当するときに提出する書類です。 

３ ＊印は、県立学校給食調理業務委託において複数地区の入札に参加する場合、１つの地区で原本

を提出し、他の地区は写しでも可となる書類です。＊印のないものは必ず原本を提出して下さい。 

４ 添付書類のうち外国語で記載されたものがあるときは、日本語の訳文を付記又は添付して下さ

い。 

５ 添付書類のうち、金額表示が外国貨幣となっているものがあるときは、６の申請書類作成の一般

的注意事項（４）を参照し、日本円に換算したものを付記又は添付して下さい。 



 

 

 

６ 申請書類作成の一般的注意事項  

（１）書類の記入は、黒のボールペンを使用し、楷書で明瞭に記入して下さい。ゴム印が利用でき

る箇所は使用しても差し支えありません。  

（２）記入後に訂正するときは、訂正箇所を二本線(＝)で消して競争入札参加資格審査申請書の代

表者印又は実印を押印し、その上に訂正する字句・数字等を記入して下さい。 

（３）申請書類に記入する言語は｢日本語｣とし、金額表示は｢日本円｣とします。  

（４）金額表示を外国貨幣から日本円に換算するときは、審査基準日における出納官吏事務規程

(昭和22年大蔵省令第95号)第16条に規定する外国貨幣換算率により換算して下さい。  

 

７ 一般競争入札参加資格申請書（第１号様式）の記入方法  

○申請年月日  

申請書の提出年月日を記入して下さい。  

○所在地  

法人は、登記簿上の本店の所在地、個人は、営業の本拠となっている住所を記入して下さい。  

○商号又は名称  

法人は、登記簿上の商号、個人は、使用している名称(屋号等)を記入して下さい。   

○代表者氏名  

法人は、登記簿上の代表者の役職名及び氏名、個人は、戸籍上の氏名を記入して下さい。  

○印  

法人は、代表者印を捺印して下さい。  

○業務名 

  入札に参加する地区名（長崎・西彼地区、諫早・島原地区、大村地区、佐世保・東彼地区のい

ずれか１つ）を記入して下さい。 

○提出書類 

  提出する書類に○を付けて下さい。 

○連絡担当者名等 

  連絡担当者の氏名、所属部署、電話番号を記入して下さい。 

  なお、電話番号は、市内局番及び番号の間は"－"で区切って記入して下さい。 

 

８ 誓約書（様式第２号）の記入方法  

本店の代表者及び入札等の権限を支店等に委任した場合は支店等の代表者もそれぞれ誓約書を

提出して下さい。また、複数地区に参加する場合は、地区ごとにそれぞれ提出して下さい。（写

し不可） 

○年月日  

申請書の提出年月日を記入して下さい。  

○所在地、商号又は名称、代表者氏名  

本店で申請を行う場合は、一般競争入札参加資格申請書の申込者、支店等で申請を行う場合

は、委任状の該当箇所と同じものを記入して下さい。  

○印  

商号又は名称の欄には会社印、代表者氏名の欄には代表者印を捺印して下さい。  

 

９ 印鑑届（第３号様式）の記入方法  

複数地区に参加する場合は、地区ごとにそれぞれ作成し原本を提出して下さい。 



 

 

○印  

今後県との取引に使用する印鑑を押印してください。本店が入札に係る権限を支店へ委任して 

いる場合は支店の印鑑を押印してください。 

○年月日  

申請書の提出年月日を記入して下さい。  

○所在地、商号又は名称、代表者氏名  

一般競争入札参加資格申請書の申込者の該当箇所と同じものを記入して下さい。  

 

10 口座振替申込書（様式第４号）の記入方法  

複数地区に参加する場合は、1つの地区で原本を提出し、他の地区は写しでも可とします。 

○年月日  

申請書の提出年月日を記入して下さい。  

○所在地、商号又は名称、代表者氏名  

一般競争入札参加資格申請書の申込者の該当箇所と同じものを記入して下さい。  

○［預金口座］金融機関名、支店名  

金融機関を指定し、名称を記入して下さい。  

○［預金口座］預金種別  

該当の預金種別を番号で記入して下さい。  

○［預金口座］口座番号  

該当の口座番号を右詰で記入して下さい。  

○［預金口座］口座名義人 

  該当の口座名義人を漢字で記入して下さい。 

※以上を記入後、該当の金融機関で証明をもらって下さい。 

 

11 財務関係明細書 

申請時において確定している直近の決算期の貸借対照表及び損益計算書を記入して下さい。 

複数地区に参加する場合は、1つの地区で原本を提出し、他の地区は写しでも可とします。 

 

12 営業概要書の記入方法  

複数地区に参加する場合は、1つの地区で原本を提出し、他の地区は写しでも可とします。 

（１）前２カ年の損益状況 

・直前事業年度欄は、基準年度の直前１年間の事業年度の実績を記入すること。 

・基準年度欄は、基準年度（財務関係明細書作成年度）の実績を記入すること。 

・個人事業者の場合、「所得金額」は青色申告控除前の金額を記入すること。 

（２）従業員数（常勤の役員を含む。代表は除く。） 

 ・基準日（申請書を提出する日の属する月の初日）の前日現在で記入すること。 

・「総従業員数」は代表者を除く常勤の総従業員数を記入すること。 

・支社等に権限を委任する場合は、「支社等の従業員数」欄に総従業員数の内数で記入すること。 

（３）前２カ年の自己資本金の状況 

・直前事業年度欄は、基準年度の直前１年間の事業年度の実績を記入すること。 

・基準年度欄は、基準年度（財務関係明細書作成年度）の実績を記入すること。 

・個人の場合「資本金」には元入金を記入すること。 

（４）財務比率 

・小数点以下２位まで計算して２位を四捨五入すること。 



 

 

 

（５）営業経歴 

○創業年  

営業の開始年を記入して下さい。創業後、途中で組織を変更している場合でも当初の営業開

始年を記入して下さい。  

○現組織への変更年月 

創業後、個人事業から会社組織への変更又は有限会社から株式会社への変更など組織の変更

があった場合、現組織に変更した年月日を記入(何度も組織を変更している場合は、最近の変

更年月日を記入)して下さい。 

 

13 委任状の記入方法  

 支社（店）長等に委任する場合のみ記入して下さい。 

複数地区に参加する場合は、地区ごとにそれぞれ作成し原本を提出して下さい。  

○［代理人］商号又は名称  

法人は、支店等の登記簿上の商号、個人は、使用している名称(屋号等)を記入して下さい。  

○［代理人］役職名  

代理人の役職名を記入して下さい。  

○［代理人］氏名  

代理人の氏名を記入して下さい。  

○委任期間  

委任期間は、申請書提出日から令和８年７月31日までとすること。 

○年月日  

申請書の提出年月日を記入して下さい。  

○所在地、商号又は名称、代表者氏名  

一般競争入札参加資格申請書の申込者の該当箇所と同じものを記入して下さい。  

 

14 当該業務と類似した業務について実績を証明する書類 

  令和３年４月１日から申請書提出期限までに業務が完了したもので、当該業務と類似した業務 

であることがわかる書類（契約書等の写し）及び業務が完了したことがわかる書類を提出して下 

さい。 

業務が完了したことがわかる書類とは、発注者が発行する委託業務完了確認書の写し、あるい

は、発注者が発行する履行証明書等（任意様式）です。県との契約の場合は、県公金支出情報公

開システムの該当契約の契約期間の全ての支出情報の写しを提出してください。  

 

15 資格関係事項の変更  

資格取得後、競争入札参加資格申請書の記載事項について、有効期間中に変更があったとき

は、変更事項ごとに必要な書類を添えて、２の申請書の提出先に速やかに提出して下さい。 

  



 

 

【参考】 

 

履  行  証  明  書 
 

 

令和  年  月  日 

 

 

（発注者） 

  様 

 

 

（受注者） 

所  在  地  

商号又は名称  

代 表 者 名              印 

 

 

 

次の業務を履行したことを証明願います。 

 

 

事業 

年度 
事業名 業務概要 

履行 

場所 

契約 

金額 

履行 

期間 

契約 

期日 

履行状

況 

        

        

 

 

上記業務を履行したことを証明します。 

 

令和   年   月   日 

 

発注者（証明者） 

所 在 地 

名  称 

代表者名               印 

 

 

（注）この様式は、体育保健課が発注する業務にかかる入札及び業務委託契約を締結する際の提

出書類として使用するものである。 


